
【平成 30年 3月 12日 中央労使協働委員会資料より抜粋】 

平成 30年 3月 23日 

総務部行財政改革推進課  

 

ワーク・ライフ・マネジメントの進捗状況について                         

 
１ 29年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標の進捗状況 

 
（１）ワーク・マネジメントの推進に関する目標の進捗状況 

平成 29 年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標のうち、

12月末時点の時間外勤務時間、超長時間勤務者数の進捗状況については、別記

１のとおりです。時間外勤務時間及び超長時間勤務者は、目標達成は厳しい状

況ですが、昨年度実績と比較すると時間外勤務時間は維持、超長時間勤務者は

減少する見込みです。 
 

【別記１】時間外勤務時間（1人あたり）、超長時間勤務者数の目標と年間見込 

※時間外勤務手当支給対象者（国等への派遣職員を除く。） 

 

全 

 

庁 

時間外勤務時間（時間） 超長時間勤務者数（人） 

目標 年間見込 
昨年度 

実績 
目標 年間見込 

昨年度 

実績 

173 

186 
 

（対目標）108％ 

（対昨年度）100％ 

186 137 

156 
 

（対目標）114％ 

（対昨年度）89％ 

175 

目標について 
（１）時間外勤務時間については H31時点で 154 時間（対 H25実績から 30％削減）の全庁目

標。上表における目標は、各部局の今年度目標のつみあげ値。 
 （２）超長時間勤務者数については、H25実績から 65％削減が今年度の全庁目標。 
 

   時間外勤務時間（時間） 超長時間勤務者数（人） 

目標 年間見込 昨年度実績 目標 年間見込 昨年度実績 

防災対策部 341  384 404 10  17  16 

戦略企画部 175  183 195 0  2    6 

総務部 91  88 92 7  8      7 

健康福祉部 182  221 215 21  70      77 

環境生活部 173  173 173 0  0  0 

地域連携部 126  138 135 0  3    6 

農林水産部 144  150 152 0      0   2 

雇用経済部 228  187 238 15 8  29 

県土整備部 221  240 221 53  44  24 

出納局 42  42 42 0       0   0 

企業庁 139  146 159 0  0   0 

資料２ 
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病院事業庁（県立病院課） 167 167 167 0 0  0 

教育委員会事務局 199 216 227 4 4 8 

人事委員会事務局 60 74 49 0 0  0 

監査委員事務局 116 103 116 0 0  0 

労働委員会事務局 100 143 115 0 0  0 

海区漁業調整委員会事務局 20 29  27 0 0 0 

 

（２）ライフ・マネジメント支援の推進に関する目標の状況 

平成 29 年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針に掲げた目標のうち、 

12 月末時点の年休取得時間の進捗状況については、別記２のとおりです。目

標及び昨年度実績を上回る見込みです。 

また、男性職員の育児参加休暇取得者数、育児休業取得者数の１月末時点

の実績は別記３のとおりです。 

 

【別記２】年休取得時間目標と年間見込（1 人あたり）※管理職員を含む 

 年休取得時間（時間、％） 

目標 年間見込 昨年度実績 

全庁 116 

117 
 

（対目標） 101％ 

（対昨年度）103％ 

114 

目標について 

年休取得時間については H31 時点で 115 時間の全庁目標。上表における目標は、各部局の

今年度目標のつみあげ値。 

 

 年休取得時間（時間） 

目標 年間見込 昨年度実績 

防災対策部 104 99 84 

戦略企画部 119 108 99 

総務部 120 122 120 

健康福祉部 113 108 107 

環境生活部 108 108 104 

地域連携部 115 121 120 

農林水産部 115 117 111 

雇用経済部 105 108 98 

県土整備部 126 131 132 

出納局 120 120 112 

企業庁 124 128 127 

病院事業庁（県立病院課） 125 125 125 
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教育委員会事務局 103 99 94 

人事委員会事務局 113 110 126 

監査委員事務局 115 115 128 

労働委員会事務局 130 142 141 

海区漁業調整委員会事務局 100 100 80 

 

【別記３】男性職員の育児参加休暇取得者、育児休業取得者の１月末時点実績 

※は、1 月末時点又は年度末時点の子が生まれた職員数 

 

 

２ ワーク・ライフ・マネジメントにおける推進項目の進捗状況 

 

（１）ワーク・マネジメントの推進 

①組織マネジメントシート等を活用した業務改善の推進 

期首に定め、組織マネジメントシートや職場アクションシートに記載した時

間外勤務削減目標や年休取得時間目標等に向けた取組等について、進捗状況を

確認・検証し、今後の改善等の検討につなげました。 

上半期の検証において、職場アクションシートが当初のねらいどおりに運用

されていない所属が見受けられたため、シートのねらいを再確認したうえで

12 月末時点の検証を行いました。また、進捗状況が思わしくない職場におい

ては年度末に向けてシートを活用した取組を促しました。 

  

②ワーク・マネジメント職場支援の実施 

効率的・効果的な業務の推進に向けて、職場に専門家を派遣し、職場の課題

を主体的に発見・解決できるように支援しました。 

職場のメンバーの意識を共有したうえで課題解決に向けた具体的アクショ

ンを検討・実践するとともに、支援終了後のアクションを明確にすることがで

きました。また、同じように取り組んでいる県内企業と、支援を通じた取組成

果について情報交換しました。 

 

項  目 １月末時点実績 

（参考）昨年度実績 

１月末時点実績 年度末時点実績 

男性職員の育児参加休暇 

取得者数 

（）内は取得率 

66 人 

（66 人／68 人※ 

＝97.06％） 

60 人 

（60 人／69 人※ 

＝86.96％） 

85 人 

（85 人／86 人※ 

＝98.84％） 

男性職員の育児休業 

取得者数 

（）内は取得率 

20 人 

（20 人／68 人※ 

＝29.41％） 

17 人 

（17 人／69 人※ 

＝24.64％） 

19 人 

（19 人／86 人※ 

＝22.09％） 
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（２）ライフ・マネジメント支援の推進 

①休暇制度の再周知 

 休暇等の種類と取得要件を早見表にして、期首及び中間面談時に活用できる

よう各所属に通知し、年次有給休暇等の取得促進を図り、職員の「ライフ」の

充実をサポートできる職場環境を整えました。 

 

②イクボスの推進 

平成29年度の人事異動方針において、管理職の配置にあたっては、子育て等

を行う職員の仕事と家庭の両立を支援し、応援、サポートしあう職場環境づく

りに積極的に取り組んでいる姿勢を重視することとしています。 

４月には全所属長が「イクボス宣言」を行いました。また、イクボスについ

てセルフチェックを実施し、その結果を踏まえてイクボスに対してメルマガの

発信等を行いました。このほか、イクボスの実践につながるようイクボス研修

を実施しました。 

 

③こども参観 

 ８月に実施したところ、161名（こども97名、職員等保護者64名）の参加が

ありました。こどもが親の職場を訪問することにより、親の職業に対する理解

を深め、職場においては、仕事と育児の両立を実践する職員を応援する次世代

育成の風土を醸成することにつなげました。 

 （参考）今年度は初めて地域庁舎（津地域防災総合事務所主催）でも「こど

も参観」が開催されました（こども24名、職員等保護者15名、計39

名）。 

④介護を行う職員に関する取組 

昨年度に引き続き、職員の介護に関する理解の向上を図るため、ライフプラ

ンセミナーにおいて介護に関するセミナーを開催しました。 

 

（３）意識改革等の推進 

①時差出勤の勤務の試行 

平成 29 年度「時差出勤勤務（試行）」に関する実施状況及びアンケート概要

については、別紙１のとおりとなりました。 

 

②トップメッセージの発信 

７月に約 250 名の参加のもと労使協働セミナーを開催し、知事と委員長と

のディスカッションを通じて、今後のワーク・ライフ・マネジメントの推進

についてトップメッセージを発信しました。 

 

③時間管理の意識向上 

７～８月のノー残業デーに、全庁的に「定時にスイッチオフ（消灯）運動」

を行いました。定時退庁や時間外勤務の事前命令の意識づけを図り、部局独
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自の取組にもつながりました。また、20 時の庁内放送（音楽）にアナウンス

を加えて、終業時から翌日の始業時までの勤務間に一定のインターバル（生

活時間や睡眠時間などの休息時間）の確保を意識するよう促しています。取

組実施後のアンケートでは、約半数の職員が時間管理の意識が向上したと感

じています。 

 

 

３ まとめ  

 ワーク・ライフ・マネジメントの進捗状況については、時間外勤務時間数、

超長時間勤務者とも目標に及ばない見込みであるため、職員の健康管理の観点

からも、年度末や次年度に向けて、職場アクションシート等を活用し、より一

層のマネジメントが求められます。年休取得時間数については、平成 31 年度時

点の目標として掲げた時間数を上回る見込みで、着実に取得が進んでいます。 

なお、全庁的には昨年度実績と比較して、時間外勤務時間数は維持、超長時

間勤務者数は減少、年休取得時間数は増加する見込みですが、その進捗状況は、

部局等による二極化の傾向が解消されていない状況が見受けられます。 

 順調に進んでいない部局等は、定期的な業務のマネジメントや職員間のコミ

ュニケーションの活性化などに取り組んでいる先行事例を参考に、丁寧に現状

や課題を分析したうえで、それぞれの所属・部局で取り組めることからアクシ

ョンを起こしていくことが求められます。 

また、今年度より所属における取組については、職場アクションシートを基

に議論のうえ実行し、進捗状況の確認や検証を踏まえて、年度途中でも随時見

直す仕組みを運用しました。運用する中で見えてきた課題に対応してきました

が、今後、より効果的に職場アクションシートを活用した改善が進むよう、さ

らなる工夫が必要です。 

 ライフ・マネジメント支援の推進については引き続き、計画的に年次有給休

暇等が取得できるよう職場内でのコミュニケーションを促進していく必要があ

ります。また、育児休業や介護休暇等の取得に必要な業務体制の確保や職員が

制度を利用しやすいようにするため、職場のマネジメントの推進等も求められ

ています。 

ワーク・ライフ・マネジメントに関する意識・組織風土改革の推進において

は、取組の趣旨や目的に沿った啓発や対話をさらに進めていくことが必要です。

（参考：別紙２） 

こうした検証を踏まえ、次年度の方針へ生かしていきます。 
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ワーク・ライフ・マネジメントの今後の推進について 

平成 30 年３月 12 日 

中央労使協働委員会小委員会 

１ 平成 30 年度ワーク・ライフ・マネジメントの推進にあたって 

平成 26 年度から導入したワーク・ライフ・マネジメントについて、一定の成

果が出ているものの、行政需要が増加・多様化する中で、平成 31 年度を見据え

て取組をより一層推進していくための課題も明らかになっています。 

平成 30 年度においては、そういった課題を解決するために、引き続き、最終

推進責任者である知事、部局推進責任者である部局長、所属推進責任者である

所属長という推進体制のもと、ワーク・ライフ・マネジメントを組織運営の重

点事項の一つとして積極的に推進しながら、以下について取り組んでいきます。 

（１）ワーク・マネジメントの推進 

 ワーク・マネジメントの推進においては、時間外勤務が減少してきているも

のの、平成 31 年度時点の全庁目標達成に向けての道のりは厳しい状況です。 

厳しい財政状況の中で、業務にかける経営資源（時間、費用等）は削減して

いきながらも、業務の成果は維持向上していくというワーク・マネジメントに

おける高度な両立の実現に強い決意をもって臨みます。そのために、職員は積

極的に業務改善提案を、管理職は職員からの提案を後押しして適切なマネジメ

ントを行うとともに、リーダーシップを発揮して業務プロセスの見直しと予算

編成議論における思い切った事業の選択と集中に、不断に取り組んでいきます。 

また、目標に向けた進捗状況には部局等によるばらつきもあるため、それぞ

れの部局等の状況を丁寧に分析したうえで、これまで順調に進んでいる部局・

所属の取組を活用しながら、各部局・所属の課題に応じた取組の検討、スケジ

ュール感を持った取組の実施と進捗確認、見直し等を行う仕組みが効果的に運

用されるよう、徹底する工夫が求められます。 

（２）ライフ・マネジメント支援の推進 

ライフ・マネジメント支援の推進においては、「職場の支え合い」が重要です。 

職場内でのコミュニケーションの促進を図り、育児休業や介護休暇等の取得

に必要な業務体制の確保や職員が制度を利用しやすいようにするため、職員の

個別の事情や業務の状況等を把握し、職員が支え合う風土づくりに取り組むイ

クボスの推進を図っていきます。 
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なお、次世代育成支援については、労使協働により策定した「第２次前期特

定事業主行動計画（平成 27年度～平成 31 年度）」に基づき、継続的に取組を推

進していきます。 

 

（３）意識・組織風土改革の推進 

ワークもライフも充実させていこうという雰囲気のある職場は増えています。

職場のコミュニケーションを活性化させることが、ワークの充実にもライフの

充実にもつながります。所属長は、所属のワーク・ライフ・マネジメントの推

進責任者であり、イクボス（※）でもあります。所属長を中心に、これまでの取

組や仕組みを効果的に活用できるよう、職場労協等での対話の活性化に取り組

みます。まずは、管理職が中心となって、絆・つながりをより感じられるよう

な職場づくりを進められるよう、主に地域機関を対象とした具体的取組を検討

していきます。 

また、時差出勤勤務（試行）については、２年間を通じて一定の取得実績が

あり、職員アンケート結果においても継続実施について肯定的な意見もある一

方で、業務分担や職場環境の課題もあることから、引き続き試行を継続し、職

員の意見を踏まえて、労使で「多様な働き方」について検討を行っていきます。 

 

（※）イクボス 

子育て・介護を行っている職員の支援はもとより、職場で共に働く職員一人

ひとりのワーク・ライフ・マネジメントを考え、その人のキャリアと人生を応

援しながら、業務の成果を県民に届けつつ、自らもワークとライフを楽しむこ

とができる管理職 
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平成 30 年度ワーク・ライフ・マネジメント推進方針 

 

 私たちは限られた時間の中で、それぞれのライフサイクルや人生設計に応じ

て必要とされる活動にも的確に対応し、これまで以上に県民のみなさんにとっ

て価値の高い成果を提供できる「ワーク」と「ライフ」の高度な両立の実現に

向けて、組織的な取組としてワーク・ライフ・マネジメントを推進します。 

 「１ ワーク・マネジメントの推進」、「２ ライフ・マネジメント支援の推

進」の目標達成期間については、基本的にライフ・マネジメント支援の一つと

して推進する「次世代育成のための三重県特定事業主行動計画」の計画期間（平

成 27年度～平成 31 年度）とあわせたものとしています。 

 

（平成 30 年度の重点方針） 

１ ワーク・マネジメントの推進 

平成31年度に向けて時間外勤務時間や超長時間勤務者を削減する取組を推

進するため、部局長・所属長のリーダーシップの発揮のもと、業務の選択と

集中を明確にした業務削減・プロセス改善などの業務見直しを積極的に推進

し、業務遂行の効率化を図り、サービス残業につながらない時間外勤務の削

減に取り組みます。特に超長時間勤務者の削減に向けては、単年度の目標を

設定し、職員の健康管理の観点から重点的に取り組むこととします。 

【全庁目標】 

(平成 31 年度時点) 平成 25 年度の時間外勤務実績から 30％の削減 

(平成 30 年度)   平成 25 年度の超長時間勤務者数から 65％の削減 

 

２ ライフ・マネジメント支援の推進 

 年次有給休暇等の取得促進を図り、職員の「ライフ」の充実をサポートで

きる職場環境を整えるとともに、職場全体で育児参画や介護従事を応援する

風土づくりの推進に取り組みます。次世代育成支援については、前述の計画

にしたがい、着実に推進していきます。また、介護支援に関する情報提供を

行うとともに、職員の介護に関する理解の向上を図っていきます。 

 【全庁目標(平成 31 年度時点)】  

年休取得時間 115 時間以上 

           夏季休暇取得率 100％ 

              男性職員の育児休業取得率 25％ 

               男性職員の育児参加休暇取得率 100％ 
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３ 意識・組織風土改革の推進 

 「ワーク」においても、「ライフ」においても充実感を持って自己実現して

いくことの重要性を所属長と職員とで共有し、相互支援を促進する職場風土

づくりを進めます。 

 【全庁目標】「日本一、働きやすい県庁（しょくば）アンケート」 

       ワーク・ライフ・マネジメントに関する項目の満足度  

前年度実績以上 

 

（ワーク・ライフ・マネジメントの体系・進捗管理） 

 ワーク・ライフ・マネジメントの一環として、別表「ワーク・ライフ・マネ

ジメントにおける推進項目」のとおり進めていきます。 

 また、進捗管理にあたっては、ワーク・ライフ・マネジメントシートをもと

に管理職と職員との対話を踏まえ決定した取組内容や目標を組織マネジメント

シートや職場アクションシートに掲げ、対話を重視して進めることとします。 
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